
　徳島小松島港におけるＣＮＰ形成に向けた検討の方向性について（案）

【目標年次・削減目標等】

資料5

１.ＣＮＰ形成計画の目標年次、対象範囲等について

「徳島県計画※」における計画期間や削減目標等を踏まえ、
以下のとおり設定する。

※徳島県気候変動対策推進計画（緩和編）2020年3月

基 準 年

計画期間

目標年次・削減目標

ステ－ジ１

2013年度

2050年まで

2030年度
温室効果ガス排出量 50%削減（2013年度比）

2050年
温室効果ガス排出量 実質ゼロを目指す。

【対象範囲(案)】

港湾区域及び港湾計画において、
土地利用計画が示されている下記着色範囲を
計画策定の対象範囲とする。

ステ－ジ２

※ 県の他計画との整合性をはかる。
（Ｐ９より）

今回ご議論いただく事項
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２.徳島小松島港のＣＯ2排出量推計について

●温室効果ガス排出量の約９割を占めるCO2を対象に、基準年及び現状値の排出量を推計する。

（企業へのアンケート・ヒアリング調査結果）
エネルギー使用量をベースに

区　分 基準年
(2013年度)

現状値
(20■■年度)

①港湾ターミナル内 約●●万トン 約○○万トン

②港湾ターミナル外 約■■万トン 約□□万トン

③港湾ターミナルを

　出入する船舶・車両等
約▲▲万トン 約△△万トン

合　計 約★★万トン 約☆☆万トン

（企業への調査結果が得られない場合）
企業分野別の事業の活動量をベースに

推計

計画対象範囲における「ＣＯ2排出量の推計」にあたっては、
今後、企業等へのアンケート・ヒアリング調査を実施予定
※ 実施時期：第１回協議会後　R4年9月～【ＣＯ2排出量推計方法】

徳島小松島港及び周辺地域における
「ＣＯ２排出量」を推計

推計区分としては
　①港湾ターミナル内
　②港湾ターミナル外
　③港湾ターミナルを出入する船舶・車両等

（出所：国土交通省ＨＰ） 第２回協議会にて報告予定

第２回協議会に向けて実施予定の事項
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脱炭素化に配慮した港湾機能の高度化（次世代エネルギー利活用の促進等）に関するアンケート

  1 主な事業内容
     事業者名、事業の名称・内容 等
  2 脱炭素化に向けた取組の方向性
     臨海部で産業活動を行う事業者として、今後の事業活動において、
     脱炭素化にどのように取り組んでいく方針であるか 等

  3 事務所、工場、倉庫等における電力使用量、電力調達方法
     電力を使用する主な機械設備等、電力の使用量実績・調達方法、
     電力使用に伴うCO2排出 量を算定・報告 等

  4 事務所、工場、倉庫等における燃料使用量、燃料調達方法
     燃料を使用する主な機械設備等、液体・気体燃料の使用実績、燃料調達方法、
     化石燃料使用に伴うCO2排出量を算定・報告 等

  5 横持輸送の状況
   使用貨物の状況、輸送に要する燃料の種類及び使用実績 等
  6 現在の次世代エネルギー（水素、アンモニア等）需要の実績と、
     将来の次世代エネルギー需要の見込み

   次世代エネルギーの利用及び利用推進 等

■ 企業へのアンケート内容について
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【削減目標の設定】

資料5

３.温室効果ガス削減目標

区　分 基準年
(2013年度)

現状値
(20■■年度)

① 港湾ターミナル内 約●●万トン 約○○万トン

② 港湾ターミナル外 約■■万トン 約□□万トン

③ 港湾ターミナルを

　 出入する船舶・車両等
約▲▲万トン 約△△万トン

合　計 約★★万トン 約☆☆万トン

区　分 2030年度
削減割合

2030年度
削減量

① 港湾ターミナル内 マイナス　　% 約　　万トン

② 港湾ターミナル外 マイナス　　% 約　　万トン

③ 港湾ターミナルを
　 出入する船舶・車両等

マイナス　　% 約　　万トン

合　計 マイナス５０% 約　　万トン

●推計により求めた温室効果ガス排出量をもとに、削減目標を設定する。

４.次世代エネルギーの活用の検討
　（供給目標及び供給計画） 

第２回協議会にて
事務局設定(案）を提示し、

ご議論いただく予定

 （策定マニュアル　P17） 
 カーボンニュートラル実現に向けては、
 様々な新たなエネルギーの活用が考えられる。

① ＣＮＰ形成計画の取組による需要量
 　※「温室効果ガス削減計画」に基づき推計

② ①以外の次世代エネルギーの需要量
   ※CNP形成計画の対象範囲外の取組等で必要となり、
   　徳島小松島港を経由する次世代エネルギーの
　　 貨物量

目標達成のために
  温室効果ガス排出量
  2030年度削減目標
  50%削減（2013年度比）

区分毎の
削減目標の設定

第２回協議会
以降検討事項

   次世代エネルギーの活用に向け、各事業所の将来計画
　　(企業ﾋｱﾘﾝｸﾞ等)等も参考に検討を進める

徳島小松島港において

【参考】将来的な水素・燃料ｱﾝﾓﾆｱ等の需要推計

【需要推計・供給目標】

【供給計画】
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５.徳島小松島港におけるＣＯ２排出量削減に向けた取組みの方向性の検討

１.水素等の受入環境の整備

※ 取組事例については、ﾏﾆｭｱﾙや他港での検討状況を
   もとに、徳島小松島港で検討するにあたり参考として
   列挙したもの。
　　　　　

２－①．港湾オペレーションの脱炭素化

２－②．港湾地域の脱炭素化

　○水素等ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ(港湾)の推進 など
　

  ○荷役機械、ﾄﾗｯｸ等の低炭素化、燃料電池化の推進
　○係留船舶への陸上電力供給の導入
　○船舶における低炭素化（燃料電池シップ等）
　○港湾工事の低・脱炭素化
　○ﾌﾞﾙｰｶｰﾎﾞﾝ（藻場によるCO2吸収）　など

　○ 港湾倉庫等における省エネ化の推進
　○ ﾊﾞｲｵﾏｽ発電によるCO2排出削減の推進
　○ LNGの水素混焼による低炭素化の推進　など　　
　

【供給サイドのイメージ】

【利用サイドのイメージ】

港湾において
荷揚げ・貯蔵検討

（出所：国土交通省ＨＰ）

係留船舶への
陸上電力供給

荷役機械（ｶﾞﾝﾄﾘｰｸﾚｰﾝ等）、トラック等の
低炭素化、燃料電池化の推進

港湾工事の
低・脱炭素化

船舶の
低炭素化

ブルーカーボン

  協議会において
  徳島小松島港での取組を
  今後検討・決定していく。

方向性の決定にあたっては

【方針検討にあたり、前提となる事項】
    行政機関、港湾立地・利用企業等が連携し、効率的に港湾の脱炭素化を、推進していくものとする。

LED
照明灯

第２回協議会以降検討事項
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徳島小松島港ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙﾎﾟｰﾄ形成に向けたｽｹｼﾞｭｰﾙ（案）

Ｒ４年度 Ｒ５年度～

　   
  

取組を展開

【協議会　開催内容案】

協議会開催（4回程度）
計画策定

公表
☆STEP1

■ CNP計画の策定

STEP2

■ CNP形成に向けた推進

　1.CNP協議会の設置について
　2.徳島小松島港の概要について
　3.ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙﾎﾟｰﾄの概要と四国における取組状況
　4.ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙに向けた徳島県の取組について
　5.CNP形成に向けた検討の方向性について

　1.徳島小松島港の
  　・C02排出量推計結果の報告
　　・削減目標設定案の提案
　　・次世代エネルギーの活用案の提案　等
　2.その他

　1.徳島小松島港におけるCNP計画（素案）について

　2.その他

　1.徳島小松島港におけるCNP計画（案）について

　2.その他

■ 第２回（12月頃予定） ■ 第４回（未定）

■ 第１回（今回） ■ 第３回（未定）

7

資料5


